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〈研究ノート〉
障害者の自立に向けた取り組みの考察
―ソー シャル・イノベーション研究に向けて―
藤　野　義　和＊
要  旨
　先行研究に従えば、障害者就労支援事業所の問題点は、サービス別や企業形
態別に異なる事が指摘されている。よって障害者支援にかかわる問題解決に向
けた仕組み（ソーシャル・イノベーション）を考察するにはその問題点を整理
する必要がある。
　近年、わが国の障害者の就労支援を取り上げたソーシャル・イノベーション
研究（例えば高橋・木村，2018；土肥，2012；木村・高橋，2018）が増えてい
る。本研究では、同研究の枠組みで分析するために、Ｂ型事業所の問題点をま
とめ、事例分析を通じて、明らかになった問題が生じているのか考察し研究課
題を提示する。
キーワード：障害者就労継続支援Ｂ型、就労促進、障害者の自立
１　問題の所在
　障害を持っている人の働き方は、大きくは一般就労と福祉的就労にわけられ
る。一般就労とは、雇用主と雇用契約を結び、最低賃金などの労働法規の対象
となる働き方を意味する。他方、福祉的就労とは、障害者総合支援法で定めら
れた就労移行支援（以下、移行支援）、就労継続支援Ａ型（以下、Ａ型）、就労
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継続支援Ｂ型（以下、Ｂ型）において就労支援サービスを受けながら作業し工
賃を得る働き方である（朝日，2016）１。
　福祉行政法令研究会（2017）では特別支援学校を介した障害者の就労状況を
まとめている（図１）。それによれば、特別支援学校を卒業後、おおよそ約６
万人が一般就労に就き、16万人が福祉的就労に就いている。さらに福祉的就
労から一般就労に移行したものは2006年には2,460人であったが、2011年には
5,675人と倍以上増加している。このように一定の成果が見られるが、まだま
だ多くの障害者が一般就労に就く事が難しい状況が続いている。さらに特別支
援学校の在籍歴はないが、症状によって一般就労が難しい者もいることから、
福祉的就労もしくは仕事に就かず地域で生活する障害者の数はもっと多い。
　福祉的就労から一般就労への移行の強化、そして福祉的就労における工賃
の向上といった経済的自立は障害者にとって必要な事である。現状では、Ａ
型を対象とした調査を行った塩津（2016）は、利用者の月額平均賃金は71,118
円、週当たりの平均労働時間は26.03時間であることを明らかにしている。時
給に換算すると684円となり、最低賃金の全国平均874円２を下回る。よってさ
らなる工賃増に向けた取り組みが不可欠であろう。さらに事業所の約９割が
一般就労への移行を中長期的目標と捉えている。ただし、社会福祉法人より
NPOや営利企業にその傾向が強い。このような結果も明らかにしており、塩
津（2016）に従えば、企業形態ごとに就労支援に向けた取り組み方が異なる事
になる３。
　Ｂ型については、地域別最低賃金の３分の１の工賃を支払うことを目標とし
ているが、達成されないケースが見られる（田中，2012）。利用者は労働基準
法等の労働法規が適用されず、平均月額工賃は15,000円と低水準であり（日本
障害者リハビリセンター協会情報センター，2009）４、Ａ型以上に経済的自立
に結びついていない。
　以上のようにＡ型とＢ型を比較しただけでも利用者である障害者に支払われ
る賃金が異なる。さらに塩津（2016）に従えば、株式会社、NPO、社会福祉法
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人といった企業形態によっても取り組み方が異なる。よって就労促進や賃金増
といった障害者の経済的自立という社会問題の解決の仕組み（ソーシャル・イ
ノベーション）は一様ではない可能性が高い。そのことから、ソーシャル・ビ
ジネス論の枠組みで分析を進める前に、企業形態別やサービス内容別に就労支
援を阻む問題点を明らかにする必要があると考える。また後述するがＢ型は経
済的自立を必ずしも目的としない事業所も多い。その為、障害者の自立を経済
面以外でも捉える必要がある。
　そこで本研究では、Ｂ型に焦点を絞り、先行研究にもとづき問題点をまとめ
る。そして事例分析を通じて、明らかになった問題が生じているのかを考察す
る。加えて、障害者の自立という問題の解決となるソーシャル・イノベーショ
ンの糸口を探求する。本研究はこのような目的を持った探索的研究と位置付け
る。
図１　特別支援学校を介した障害者の就労状況
出所：福祉行政法令研究会（2017）
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が難しい状況が続いている。さらに特別支援学校の在籍歴はないが、症状によって一
般就労が難しい者もいることから、福祉的就労もしくは仕事に就かず地域で生活する
障害者の数はもっと多い。  
福祉的就労から一般就労への移行の強化、そして福祉的就労における工賃の向上と
いった経済的自立は障害者にとって必要な事である。現状では、A 型を対象とした調
査を行った塩津（2016）は、利用者の月額平均賃金は 71,118 円、週当たりの平均労働
時間は 26.03 時間であることを明らかにしている。時給に換算すると 684 円となり、
最低賃金の全国平均が 874 円２を下回る。よってさらなる工賃増に向けた取り組みが
不可欠であろう。さらに事業所の約 9 割が一般就労への移行を中長期的目標と捉えて
いる。ただし、社会福祉法人より NPO や営利企業にその傾向が強い。このような結果
も明らかにしており、塩津（2016）に従えば、企業形態ごとに就労支援に向けた取り
組み方が異なる事になる３。  
B 型については、地域別最低賃金の 3 分の 1 の工賃を支払うことを目標としている
が、達成されないケースが見られる（田中 ,2012）。利用者は労働基準法等の労働法規
が適用されず、平均月額工賃は 15,000 円と低水準であり（日本障害者リハビリセンタ
ー協会情報センター，2009）４、A 型以上に経済的自立に結びついていない。  
以上のように A 型と B 型を比較しただけでも利用者である障害者に支払われる賃金
が異なる。さらに塩津（2016）に従えば、株式会社、NPO、社会福祉法人といった企
業形態によっても取り組み方が異なる。よって就労促進や賃金増といった障害者の経
済的自立という社会問題の解決の仕組み（ソーシャル・イノベーション）は一様では
い可能性が高い。そのことから、ソーシャル・ビジネス論の枠組みで分析を進める前
に、企業形態別やサービス内容別に就労支援を阻む問題点を明らかにする必要がある
と考える。また後述するが特に B 型は経済的自立を必ずしも目的としない事業所も多
い。その為、障害者の自立を経済面以外も捉える必要がある。  
 
図 1 特別支援学校を介した障害者の就労状況  
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出所： 行政法令研究会（2017）  
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２　Ｂ型の特徴
　事業所の経営は経済的活動と利用者に対するサービス提供といった福祉的活
動の両立が不可欠となる。事業所を介した障害者の自立の議論は福祉的活動の
内容に関するものが多く、一般就労の促進や福祉的就労であっても工賃向上に
結びつくか否かが議論の争点となっている。もちろんこれら障害者の自立にか
かわる問題の解決は必要である。しかしそれだけではない。特にＢ型では重い
症状の障害者が利用する事が多い。その為、社会性の獲得に向けたサービスを
提供し社会参加に力を入れる必要がある。これも障害者の自立には不可欠なも
のである。
　表１は福祉的就労に該当する移行支援、Ａ型、Ｂ型の概要と対象者をまとめ
たものである。これらは障害者自立支援法の施行に伴い、身体障害、知的障
害、精神障害といった障害の症状ごとに異なっていた福祉サービスが一元化
され、施設単位ではなくサービスの機能に応じて再編された（医療情報科学研
究所，2016）。再編以前は、症状に応じて入所授産施設、通所授産施設、小規
模授産施設、福祉工場があった（山田，2008）。表１に記載した以外のＢ型の
特徴として、移行支援、Ａ型を利用したが一般就労に結びつかなかった者も
対象としており、それら事業所と比較すると訓練機能は緩やかである（水谷，
2011）、といった点もあげられる。このようなＢ型にはいくつかの問題がある
と指摘されている。
　第１に、制度的に特殊な製品・サービス市場がつくられ、主にそこからの収
益に依存しているが故、競争力の高い商品開発が進まないという問題である。
ただしこれはＡ型も移行支援も当てはまる問題である。
　事業所が生産した財を投じ収益を得る場である製品・サービス市場は、一般
企業も参入する通常の市場のほか、「福祉の内側」（岩井，2014）と呼ばれる特
別な市場が存在する。2013年に施行された障害者優先調達推進法６により、政
府や行政は事業者が生産した授産品を積極的に購入することになった。一方、
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このように保護された市場が存在するが故、競争力のある商品の開発が進んで
おらず、「福祉離れした商品」の開発が急務（岩井，2014）であると指摘されて
いる。
　高馬（2013）では、株式会社テミル（以下、テミル）を調査し、福祉離れし
た商品開発の成功を示している。同調査においてテミルの経営者船岡博生氏
（以下、船岡氏）は、「障害者が働く授産施設の半分程度は、お菓子やパンを
作っている。だが、その製品はバザーなどで、『障害者が作りました』という
同情を引くような売り方でしかない。それでは多くの人に買ってもらうことは
できない。売るならば、とても美味しいもの作って、喜んで買ってもらうべき
だ」と考え製品開発を行った。そこで船岡氏は、著名なパティシエにレシピと
作り方を伝授してもらい、さらに著名なデザイナーにパッケージデザインを依
頼した。テミルでは同商品を様々な事業所に製造委託している。出来あがった
商品は大変売れ、利用者の工賃が１万円程度から４万円程度に増えた参加事業
表１　事業所の概要
出所：厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課（2011）5
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そこで本研究では、B 型に焦点を絞り、先行研究にもとづき問題点をまとめる。そ
して事例分析を通じて、明らかになった問題が生じているのかを考察する。加えて、
障害者の自立という問題の解決となるソーシャル・イノベーションの糸口を探求する。
本研究はこのような目的を持った探索的研究である。  
 
2 B 型の特徴  
事業所の経営は経済的活動と利用者に対するサービス提供といった福祉的活動の両
立が不可欠となる。事業所を介した障害者の自立の議論は福祉的活動の内容に関する
ものが多く、一般就労の促進や福祉的就労であっても工賃向上に結びつくか否かが議
論の争点となっている。もちろんこれら障害者の自立にかかわる問題の解決は必要で
ある。しかしそれだけではない。特に B 型では重い症状の障害者が利用する事が多い。
その為、ソーシャルスキル等の社会性の獲得に向けたサービスを提供し社会参加に力
を入れる必要がある。これも障害者の自立には不可欠なものである。  
表 1 は福祉的就労に該当する就労移行支援、A 型、B 型の概要と対象者をまとめた
ものである。これらは障害者自立支援法の施行に伴い、身体障害、知的障害、精神障
害といった障害の症状ごとに異なっていた福祉サービスが一元化され、施設単位では
なくサービスの機能に応じて再編された（医療情報科学研究所編，2016）。再編以前は、
症状に応じて入所授産施設、通所授産施設、小規模授産施設、福祉工場があった（山
田，2008）。表 1 に記載した以外の B 型の特徴として、A 型を利用したが一般就労に
結びつかなかった者も対象としており、それら事業所と比較すると訓練機能は緩やか
である（水谷，2011）、といった点もあげられる。つまり症状の重さもあるが、企業で
働くという事に適応できなかった障害者が利用するサービスが B 型なのである。この
ような B 型にはいくつかの問題があると指摘されている。  
表 1 事業所の概要  
㻭型 㻮型
概
要
就労を希望する㻢㻡歳未満の障害者
で、通常の事業所に雇用されること
が可能と見込まれるものに対して、
①生産活動、職場体験等の活動の
機会の提供その他の就労に必要な
知識及び能力の向上のために必要
な訓練
②求職活動に関する支援
③其の適性に応じた職場の開拓
④就職後における職場への定着のた
めに必要な相談等の支援を行う。
（利用期間㻞年。ただし、市町村審査
会の個別審査を経て、必要性が認め
られた場合に限り、最大㻝年間の更新
可能）
通常の事業所に雇用されることが困難
であり、雇用契約に基づく就労が可能で
ある者に対して、雇用契約の締結等によ
る就労機会の提供及び生産活動の機会
の提供その他の就労に必要な知識及び
能力向上のために必要な訓練等の支援
を行う。
（利用期間：制限なし）
通常の事業所に雇用されることが困難
であり、雇用契約に基づく就労が困難で
ある者に対して、就労の機会の提供及
び生産活動の機会の提供その他の就労
に必要な知識及び能力の向上のために
必要な訓練その他の必要な支援を行う。
（利用期間：制限なし）
対
象
者
①企業等への就労を希望する者
②技術を習得し、在宅で就労・起業を
希望する者
①就労移行支援事業を利用したが、企
業等の雇用に結びつかなかった者
②特別支援学校を卒業して就職活動を
行ったが、企業等の雇用に結びつかな
かった者
③企業等を離職した者等就労経験のあ
る者で、現に雇用関係の状態にない者
等
①就労経験がある者であって、年齢や
体力面で一般企業に雇用されることが
困難となった者
②就労移行支援事業を利用（暫定支給
決定における利用を含む）した結果、本
事業の利用が適当と判断された者
③①、②に該当しない者で、㻡㻜歳に達し
ている者、又は障害基礎年金㻝級受給者
等
就労移行支援
就労継続支援
 
出所：厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課（2011）５  
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所もあると言う。
　テミルのように、「福祉離れした商品」を開発し、生産できる事業所を増や
すことが不可欠である事は政府も認識している。例えば、厚生労働省が中心と
なり2007年から2011年にＢ型を対象として実施された「工賃倍増５か年計画」
と、それを引き継ぎ2012年から2014年に実施された「工賃向上計画」により事
業所の製品・サービスの質の向上を目指すことになった。この取り組みによ
り、事業所側の意識に変化はみられるが、工賃の向上は若干にとどまった事を
岩井（2014）が明らかにしている。今後、「福祉離れした商品」の開発を進める
事業所が増加し、一般的な製品・サービス市場からの収益が増え、結果的に利
用者の賃金向上がもたらされる事が期待される。
　ただし次の問題もある。開発した商品の生産・販売は利用者が行うことにな
るが、彼らは事業所が提供するサービスにもとづき技術や知識を獲得し蓄積す
る。しかし提供されるサービスの内容に疑問符が付けられている。特にサービ
スの質の向上や内容の精査への動機付けと関連する制度上の問題があげられ
る。これが第２の問題である。
　前述の通り、事業所が提供するサービスに基づき技術や知識の獲得を目指
す。これら獲得により一般就労の機会が高まり、授産品の生産性が高まれば
利用者自身の工賃が向上する。しかしながら、事業所の経営という点で見れ
ば、より良いサービスを生みだし提供し、生産性向上を目指す取り組みを強化
しなくても、またそもそも競争力の高い商品を開発しなくても利用者と行政
から対価を受け取ることができる。サービスの質により対価が異なるという事
はない。結果、通所する利用者が増えれば事業経営は成り立つ為、品質向上
に結びつくサービスが提供されない（新井，2017；岩井，2014；水谷，2011，
2015；岡本，2016）、という問題が生じている。
　また支援にあたる職員の給与は、福祉サービスの報酬を原資に支払われる。
つまりサービスの質を向上し生産性を高め工賃が増えたとしても職員の給料
は増えない。そのため、新たなサービスを開発する動機にならない（朝日，
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2016）。結果、競争力のある商品開発が進まないという問題が生じている。
　再び高田（2013）によるテミルの事例を参照すると、同社では、プロジェク
ト開始当初、参加事業所がなかなか見つからなかったと言う。船岡氏は、「福
祉職の人たちにとっては仕事が増えることになるからです。自分たちの仕事が
増えるだけで、お菓子の売り上げは障碍者へわたり、施設収入になるわけで
も、給料が上がるわけでもありません。なんでこんなことをしなくてはいけな
いんだ」（高馬，2013，73頁）、との理由が原因あった事を明らかにしている。
　第３の問題は、第２の提供サービスの内容の問題と関連するが、職員の動機
づけという視点ではなく、事業所の活動領域と関連した問題である。
　Ｂ型は「仕事にあわせて労働者を確保する」のではなく、「利用者に合わせて
仕事を確保する」事が特徴的であり、工賃向上よりも、利用者の障害の状況に
あわせて仕事を確保する事業所が多い（朝日，2016）。なぜなら、重度の障害
を持つ者が利用する事が多いことから、利用者にあった作業に従事させること
で就労に向けた支援や社会参加の機会を提供している面が強いからである。松
下・谷口（2010）は、社会参加重視の事業所は、工賃向上に重きを置くのでは
なく、あくまでも生活支援を重視し、生きがいと安定的な社会参加に力を入れ
ているとしたうえで、その理由を、過去に一般就労したものの勤務時間や勤務
内容等の負担が大きく退職し福祉的就労に戻った者も多い。その為に就労支援
よりも社会参加に力を入れているのであると言う７。
　また水谷（2011）は、Ｂ型には「雇用支援重視のＢ型」と「社会参加重視のＢ
型」が存在し、事業所数でいえば「社会参加重視のＢ型」が多いことを明らか
にしている。つまり、多くのＢ型は社会参加に向けたサービスを重視している
のである。一方、前者のほうが利用者の獲得能力が高いことも明らかにしてい
る。一般就労はもとより、移行支援やＡ型にも適応できなかった者がＢ型を利
用している事を踏まえれば、Ｂ型すべてが雇用支援重視に移行すれば福祉的就
労からも排除される事につながる（朝日，2016）。
　利用者は日常生活や対人交流といったサービスの向上を求めており、職員が
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それを一生懸命応援してくれると感じられると満足度が高まる（大橋，2010）。
利用者のニーズは多様である。その為、一般就労や工賃増に向けた技術・知識
の獲得や蓄積に結びつくサービスだけでは満たされない事は明らかである。
　障害者の自立を論じる場合には経済的自立は必要である。しかし、利用者の
社会参加などを通じた社会性の獲得に力を入れる事業所が非生産的であるとし
て問題視することはできないのである。
３　NPO法人わくわーく８
　NPO法人わくわーく（以下、わくわーく）は小橋祐子氏（以下、小橋氏）を
中心として2010年に設立された。わくわーくは主に精神障害を持つ利用者に
一般就労につながるサービスを提供する「Ｂ型」と、生活能力の維持と向上に
必要な訓練といったサービスを提供する「自立訓練（生活訓練）」９を認定され
た事業所「BOCCHI（ボッチ）」（以下、BOCCHI）を運営するとともに、北九
州市の事業所がつくった商品を中心に販売するアンテナショップとしての機能
を持ち、障害者のみならず多様な人々が集えるフリースペースを設置するな
ど、誰もが生きやすいコミュニティづくりをミッションとして活動している。
このように、わくわーくの活動は多岐にわたるが、今回はBOCCHIが行う障
害者の就労支援活動に限定し内容を明らかにする。
3. 1　障害者支援にかかわるきっかけ
　わくわーくの代表理事である小橋氏が障害者の就労支援に携わるようになっ
たのは偶然であった。出産後の育児が落ち着き再び働く場を探していたとこ
ろ、目にとまったのが精神障害者を対象とした無認可の小規模作業所の求人で
あった。障害者支援の経験はなかったが、彼女の就労可能時間と合致していた
こともあり1993年の12月から従事することになった。
　当時の作業所は、障害者支援活動に理解を示すタクシー会社の社長が、好条
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件で貸与してくれた同社の２階にあった。そこで利用者と従業員２名が活動し
ていた。障害を持つ人と一緒に活動を始めると、断続的にしか活動しない利用
者10が目にとまった。小橋氏は、「なぜ活動しないのだろう」という素朴な疑問
を持ったという。徐々にそれが薬の影響であったり、利用者の特性であったり
と様々である事がわかった。そこで利用者が少しでも活動的になるようなきっ
かけづくりに着手するようになった。
　小規模作業所時代、小橋氏が特にやりがいや利用者の可能性を感じた出来ご
とが２つある。まず近隣の百貨店で利用者とともに商品を販売した事、そして
「出来ること」や「やりたいこと」に従って利用者をグループ化した事で、主体
的に活動内容を議論し始めた事にあると言う。
　前者については、同作業所では牛乳パックをリサイクルしてはがきをつくる
という作業を行っていた。出来あがった商品はバザー等で販売する事が多かっ
た。働き始めたころは、利用者の家族や小橋氏らが表立ち商品を販売し、利用
者は後ろで椅子に座って見ているだけという事が多かった。しかし、利用者と
家族を分離して活動しようという動きが起こり、利用者が表立って販売する事
が増えていった。
　そのような中、ある日、小橋氏は百貨店が手作り商品の販売者を募集する広
告を見つける。それは期間限定で店舗内の一画が与えられ、応募者がつくった
商品を販売できるという内容であった。彼女は利用者と一緒にそこで販売して
みたいと思い、広告を切り取り残すことにした。しかし、連絡をするという
行動に移せずにいた。その理由は、近隣の商業施設で小規模作業所がつくった
商品が大々的に売られている場面に遭遇した事がなく断られるかもしれないと
思ったからであり、また利用者やその家族が販売にかかわることを拒否するか
もしれないと思ったからである。しかし、小橋氏は覚悟を決めて百貨店に電話
をする。電話口の担当者からは「商品を切らさないように」という注文や入館
手順の説明があったものの否定的な言葉はなく、あっさりと販売機会を得るこ
とができた。
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　百貨店販売が決まってから作業所では、接客練習を行ったり、入館手順を学
んだり、当日の服装を考えたりするようになった。すると目に見えて利用者間
の意見交換が多くなった。接客練習は小橋氏らが作成したマニュアル通りに進
められた。ある時の接客練習では、顧客役の利用者がマニュアルにない方法で
購入するという行動をとった。その利用者は間違えたわけではなく、想定され
るイレギュラーな顧客行動を考え実践したのであった。利用者の機転をきっか
けとしてマニュアルが改められた。このように百貨店販売という非日常的な
機会を得た事により、利用者が主体的に考え行動する姿が見られるようになっ
た。
　販売当日、作業所でつくったはがきは想像以上に売れた。さらに別の取材で
来館していたテレビ局の目にとまり取材を受けることになった。その内容はす
ぐにテレビ放送された。放送翌日、手作りはがきは飛ぶように売れた。この経
験をもとに小橋氏は、「障害者がつくる商品や作業状況等の実態を広く知って
もらう必要性を感じた」という。
　後者については、小橋氏が従事していた作業所では15～16名の利用者がい
た。例えば、百貨店でも販売した「はがき」をつくる工程の中に「紙すき」が
ある。その作業を行う利用者は「熟練の職人」のような技術を身につけていた。
時には近隣の小学生にはがきのつくり方をレクチャーするといった講師のよう
な活動をする機会もあった。もちろんすべて利用者が紙すき行程に携わってい
たわけではなく、食品づくりやチラシ作りといった様々な作業に従事してい
た。
　ある時小橋氏は、紙すきの行程を「技術班」、絵付け作業を「雑貨開発班」、
お菓子づくりを「お菓子開発班」、出始めたパソコンを使ってチラシをつくる
作業を「広報宣伝班」といったようにグループにわけ、利用者がいずれかに所
属しチームとして活動することを提案した。この提案に対し利用者は、身に
つけた技術・知識に従って「出来ること」、もしくは自分の「やりたいこと」に
従って所属先を決めた。その後、開発した商品の宣伝をどうするのかといった
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事業活動と関連した議論が利用者間で起こるようになった。小橋氏はこのよう
な活動を促した理由について、「会社は組織ごとにわかれている。だから擬似
的に会社で働くというという事を経験してほしかったから」と述べている。
3. 2　起業背景
　さて、小橋氏が所属していた精神障害者が通う小規模作業所は北九州市の７
つの区ほとんどにあった。当時は知的障害者、身体障害者と障害の内容によっ
て小規模作業所はわかれていた。
　北九州市の精神障害者の小規模作業所は、精神障害者の家族が集まる家族会
によってつくられた。1982年に別の地域にあった複数の家族会が一緒になり
北九州精神障害者家族会が誕生した。同会が主導し、1986年に小倉北区にお
いて「北九州共同作業所」、1989年に八幡東区において「八幡東共同作業所」、
1990年に戸畑区において「戸畑共同作業所」を設置した。このような経緯で生
まれた戸畑共同作業所で小橋氏は従事していた。
　制度変化の流れを受け、別々に活動していた事業所が一緒になり法人設立の
準備を始めることになる。北九州精神障害者家族会は2003年に委員会を立ち
上げ、翌年に社会福祉法人あかつき会が誕生した11。なお北九州精神障害者家
族会は「あかつき会家族会」として今も残っている12。
　小橋氏は社会福祉法人あかつき会になってからも引き続き従事する。それだ
けでなく理事という役職にも就き法人運営に携わることになった。設立当初
は、組織運営の専門家を集め立ち上げたわけではなかったので、手探り状態の
運営が続いた。
　法人化後は作業所時代と異なり、利用者に提供するサービスや従業員の管理
が規律的になっていった。例えば、「作業所時代は柔軟な勤務体系であったが、
就業規則に従う事になった」、という変化があった。さらに、社会福祉法人を
経営する「本部」とサービスを提供する「現場」が組織として区別されるように
なり、本部が各作業所を管理するという組織構造になった。他にも、各現場別
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に利用実績が示されるようになり、本部への貢献度の違いが目に見えてわかる
ようになった。彼女はこのような変化に疑問を感じる事もあった。しかし、理
事として制度を設計する立場でもあったため、規律的になることは仕方がない
事だと考えていた。
　先述の通り小橋氏は、百貨店に自ら連絡を取り商品を販売する機会をつくっ
たり、利用者と小学生が交流する機会をつくったり、さらには作業所内を障害
者の特性ややりがいに従って組織化したりといったように、利用者が活動的に
なるような仕掛けをつくりだす事にやりがいを感じていた。もちろん法人と
なってからも仕掛けを考え取り入れるよう提案した。しかしながら、採用され
ない事が多く、考えても実践出来ない活動が増えた。そのたびに「どうして駄
目なんだろう」という思いが起きたようだ。
　また別の問題も生じた。作業所時代は地域の人を巻き込んだ活動を数多く実
施し、利用者はやりがいをもってその活動に参加していた。法人化後もこの活
動は継続されたが、小橋氏の見立てでは、「『組織にやらされている活動』『組
織の行事』として捉えはじめ、積極的に活動する姿が見られなくなり始めた」
という。
　これまで作業所ごとに慣習や文化があった。時代の流れに従って複数の作業
所一つになり法人を設立した。それにより統一的な規則がつくられ従わざるを
得なくなった。小橋氏は、「利用者それぞれに特性があり、居心地ややりがい
は一様ではなく評価は難しいとのことを訴えたが伝わらなかった。そこで、伝
わらないものは仕方がない、ここでは自分たちのやりたいことはできない」と
考え始めた。
　あかつき会には上述の小橋氏の考えに共感する職員が何名かいた。彼女はそ
の人たちと小規模作業所時代に実践していた活動をもう一度やりたいという思
いが強くなっていった。そこで共感する職員３名と退職した。そして、関係性
が続いていた地域の人たちやあかつき会時代の同僚の応援もあり、北九州市八
幡東区中央まちの商店街内にてNPO法人わくわーく（以下、わくわーく）を立
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ち上げた。
3. 3　おいしい輪☆ぷろじぇくと
　小橋氏らは2010年５月にわくわーくを立ち上げ実績を積んだ後、７月にＢ
型および生活訓練のサービスを提供するBOCCHIを設置した。当初、サービ
スを受ける利用者はわずかであり、利用者が増えなければ活動の継続は難しい
状況であった。
　ある日、中央まち商店街で小規模作業所を運営する所長が訪れた。所長は
「健康上の理由で作業所を閉鎖する。行き場所がない利用者を引き受けてくれ
ないか」と小橋氏に打診した。彼女はそれを承諾し同作業所から４名引き継ぐ
事になった。また同作業所で行っていた企業の下請け作業をBOCCHIで引き
受ける事になった。このような幸運に恵まれ利用者と作業が追加された。
　現在BOCCHIの利用者は、お菓子の製造や小物づくり、企業の下請け作業、
そして運営する店舗の業務等の作業に携わっている。特にお菓子については近
隣酒蔵の酒粕や地元の醤油を使った「酒粕スティック」「醤油クッキー」の他、
数種類の商品を開発している。これらは「『障害者施設で作るお菓子』ではなく
『おいしいお菓子』として広まることを願っている」という思いでつくられた13。
　以上のような思いが込められたお菓子は店舗内だけでなくユニークな方法
でも販売されている。具体的には、北九州市の７つの事業所がつくる商品も
一緒に詰め込んだ「お菓子BOX」を用意し、近隣の企業や団体にそれを設置す
る。そして定期的に設置先を訪問し不足分（購入分）を補充し代金をいただく
という「置き薬」のような仕組みの販売方法である。これは「おいしい輪☆ぷ
ろじぇくと」と名付けられ、現在は60箱ほど設置されている。
　同プロジェクトは2014年に始まった。当初は近隣事業所がつくったお菓子
のみが詰まったBOXであった。当時のBOCCHIは、お菓子や雑貨を店内で受
託販売するアンテナショップのような機能はあったが、自分たちで商品化し
たお菓子を持っていなかった。受託販売を始めた理由は、「近隣事業所の商品
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を広く知ってもらいたい」「発展に少しでも貢献したい」との思いからであり、
その延長線上として「おいしい輪☆ぷろじぇくと」を立ち上げたのであった。
　開始当初から、知人を通じていくつかの企業や組織に設置する事ができた。
しかし自社商品を持っていなかった為、問題が生じた。まず、お菓子はすべて
買い取っていたが、賞味期限が切れると廃棄する必要があった。その為、廃棄
分は自社の収益低下につながった。さらに、各事業所の商品は利用者が手作業
でつくっていた事もあり、急な補充注文に対応してもらえず、BOXが商品で
満たされない事があった。このような問題が生じたことから自社商品の必要性
を感じ、一旦プロジェクトを休止し、商品化後に再開することにした。
　お菓子をつくるといっても、利用者とともに行う作業は試行錯誤の連続で
あった。さらに生産性をあげるには高価な業務用調理機器が不可欠であった。
そうした中で、事業所で使用する備品購入の援助を目的とした援助基盤整備事
業の公募があり小橋氏はそれに応募する。結果、見事採用され500万円程度の
援助を獲得し、生産に必要な機器を揃えることができた。このように制度利用
がみのり、自社商品と近隣の事業所がつくるお菓子が詰まった「おいしい輪☆
ぷろじぇくと」を再始動させる。
　同プロジェクトが参加事業所全体に還元する額は「当初は年20万前後であっ
たが、今では60万から70万ぐらいになった」。この額について小橋氏は「一般
企業にとってはわずかと思われるぐらい小額かもしれない。しかし、バザーで
は、職員や利用者が多くのエネルギーを使ってもなお１万円を下回る収益しか
得られないことが多い現実があり、わずかであったとしても継続的に参加事業
所にも収益をもたらす活動であり、必要性を感じている」と述べている。
　さらに同プロジェクトは、次のような効果を生みだしている。小橋氏らは
BOXの設置や中身の補充・回収を通じて参加企業等の人と様々な情報交換を
行っている。その際、商品に対する要望が寄せられることも少なくない。彼女
らはもたらされた要望を精査し、商品価値が高められると感じるものを参加事
業所に伝えている。このような提案に対して、「今ある商品しかつくれない」
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と新商品開発に批判的な事業所もあった。しかしながら、別の参加事業所が開
発した商品が増えたり、売上が伸びたりする事を見聞きするに従って、批判的
事業所も新商品の開発を行うようになった14。
　さらに参加事業所だけでなく購入者である参加企業にも効果が見られた。
BOX設置をきっかけとして初めて障害者を雇用する企業が出てきた。そこで
は、障害者雇用に向け環境を整えるためのチームをつくり、そこが中心とな
り受け入れ準備を進めた。準備内容としては、支援学校に見学に行ったり、
BOCCHIで利用者とともに作業したり、小橋氏に依頼し社内講演による学習
を進めるといった活動を通じて段階的に社員を教育し、社内の環境を整えた。
そしてチーム設置から１年後、同社は実際に障害者１名を採用した。
　ただし採用者はBOCCHIの利用者ではなかった。小橋氏は関係者から、「支
援学校から話をいただいただき、その人を採用した」との事を伝えられた。こ
れについて彼女は、「BOCCHI利用者の就労に結びついていないが、障害者の
雇用が増えたこと、また障害者雇用を実践する企業が増えたことに変わりはな
い」と前向きな意見を述べている。このように同プロジェクトは参加事業所の
収益増やそれに向けた取り組みの変化を生みだしただけでなく、顧客である企
業や組織が障害者の雇用に取り組むきっかけともなっているのである。
　現在、「おいしい輪☆ぷろじぇくと」で使用するお菓子BOXは市販のものであ
る。それを変更する計画があると言う。小橋氏は理由を次のように語っている。
　将来的には無地のBOXに変更したい。無地に変えることにより、「お菓子を
つくっていない事業所」や「お菓子をつくることができない利用者」が箱に絵
を描いたり飾り付をしたり出来る。そうすると参加できる事業所が増え収益を
還元できる。（小橋氏）
現代ビジネス学会「九州国際大学国際・経済論集」第 3号（2019年3月）
― 136 ―
４　おわりに
　本研究では、NPO法人わくわーくが運営するＢ型および自立訓練（生活訓
練）事業所BOCCHIの事例を明らかにした。それにもとづき先行研究で示され
た、①「福祉離れした商品」がなく、利用者の工賃増が達成されていない、②
サービスの内容や質の向上に向けた職員の動機づけがない、③事業領域といっ
た３つの問題が生じているのかみていく。
　BOCCHIの利用者は、お菓子の製造や小物づくり、企業の下請け作業、そ
してアンテナショップの運営等の作業に携わっている。北九州市では「北九州
共同受注センター」15を設置し、行政からの注文を一括して管理するとともに、
企業からの注文も受け付けている。BOCCHIの作業はそこからもたらされた
ものもあるし、自分たちで獲得した企業の下請け作業もある。さらには自作品
を事業所内アンテナショップで販売している。よって福祉の内側と呼ばれる市
場を活用しつつ、一般的な製品・サービス市場からも収益を得る活動を行って
いる。
　特筆すべきことは「おいしい輪☆ぷろじぇくと」である。そこでは、他の事
業所も巻き込み複数のお菓子を詰め込んだ「お菓子BOX」を企業に設置しお菓
子を販売している。参加事業所はこのプロジェクトを通じて、互いに切磋琢磨
し商品開発を行ったり、利用者へのサービスの質の向上を考えたりする機会を
生みだしていた。それらが実り参加事業所全体への還元額が「当初は年20万前
後であったが、今では60万から70万ぐらいになった」のであった。一般的な製
品・サービス市場において商品が売れ、参加事業所への還元額が増加している
ことから「お菓子BOX」は「福祉離れした商品」と位置付けられる。今後さら
に利用者の工賃増がもたらされることが期待される。この事から商品価値と関
連する問題はないと考える。
　次に動機づけについては、小橋氏の起業までのプロセスやBOCCHIの活動
を明らかにしてきた。そもそもわくわーくは、「誰もが生きやすいコミュニティ
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づくり」をミッションとしている。同法人が運営するBOCCHIは、このミッ
ションの達成を前提としながら、障害者の就労機会の提供および一般就労に向
けたサービスの提供を行っていると考えられる。このミッションは小橋氏や設
立メンバーが、それまでに経験した障害者の支援にもとづき設定されたものと
考える。
　具体的には、小規模作業所時代に印象に残っている出来事として、百貨店で
の販売やその為の練習、そして擬似的な会社組織の構築後に起こった利用者間
の議論等をあげていた。これらは利用者間の相互学習の機会と呼べるであろ
う。そしてこのような活動が社会福祉法人では出来なくなりつつあったことか
ら小橋氏らは退職し、自分たちで考えたサービスを提供するためにわくわーく
設立し、BOCCHIを設置した。このような設立背景を踏まえると、小橋氏ら
は、サービスの内容を考えたり、質を高めたりにすることは動機づけがないか
ら行わないのではなく、むしろ積極的に生みだす人たちであると言える16。
　加えて事業領域の問題として、BOCCHIは「社会参加重視のＢ型」であると
位置づけられる。そのような事業所では経済的自立が難しいと指摘されてい
る。
　岩井（2014）は、事業所の生産・販売活動は、単純な商行為ではなく、普段
接する機会が少ない障害者について「伝える」「知る」という情報のやり取りで
もあると指摘する。「おいしい輪☆ぷろじぇくと」はまさにそれを実践してい
る。
　このように「社会参加重視のＢ型」と捉えられる事業所であったとしても他
の事業所を巻き込み協働しながら「福祉離れした商品」をつくることにより利
用者の経済性が高められるのではないだろうか。このようなプロジェクトが増
えることにより、個々の事業では生活訓練が中心であったとしても経済性を高
める事は可能であると考える。
　最後に、ソーシャル・イノベーション研究に向けて本事例、特に「おいしい
輪☆ぷろじぇくと」は示唆に富むものであると考える。本研究では同研究を考
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察していないが、高橋・木村（2018）、木村・高橋（2018）を参照し分析の見通
しを述べて本研究を閉じることとする。
　高橋・木村（2018）は、人々は市場・互酬性・再分配が混合された諸制度に
埋め込まれており、ここから見出される構造的不利益として社会問題が発生す
る。社会問題は既存の行政による福祉サービスといった社会的手段では解決し
得ないが故に、人々は諸制度から脱し新たな解決方法（ソーシャル・イノベー
ション）を生み出す。その解決方法は、社会企業家が既存の諸制度から動員で
きる資源の新たな組み合わせを通じて価値を生み出す「ハイブリッド構造とし
て社会的企業」（藤井・原田・大高，2012）を構築することを通じて探索され
るとする。
　そして高橋・木村（2018）および木村・高橋（2018）の２つの研究では、工
賃増や一般就労の促進が達成された事業所を事例とした分析を通じて、第１
に、事業所運営においては、制度（法や慣習等）に対する同型化圧力に抗う抵
抗戦略がとられると指摘（藤井・原田・大高，2013）されてきたが、制度に適
応するという正当化された逸脱がみられる。第２に、既存研究による抵抗戦略
は制度の「いいとこどり」という形で示されてきたが、説明責任の重さから制
度とのかかわりを「断つ」という方法が存在することを明らかにしている。
　BOCCHIのプロジェクトでは、製品を取り扱う企業の一つがプロジェクト
に共感し、自社の障害者雇用を考える機会となり、実際に障害者の雇用に結び
付くという事になった。これは個々の事業所で利用者の工賃の向上を目指すと
いった経済的な自立に向けた取り組みや、社会性を身につけるためのサービス
提供を通じた社会的活動といった本来の機能を越えた障害者自立への糸口であ
ると捉えられる。すなわち、個々の事業所だけでなく周りの事業所や企業、行
政、地域住民といった多様なステークホルダーを巻き込んだプロジェクトと
なっている。
　そこでソーシャル・イノベーション研究に向けては、ステークホルダーの意
識の変化、社会の変化、参加事業所においてサービスを受ける利用者の意識変
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化など、活動を生みだし軌道に乗せたことで生じるステークホルダーの変化を
広く捉える必要がある。このような点を事例に追加する事が第１の課題とな
る。第２に、今回はＢ型の問題点のみ扱ったが、それ以外のサービスの問題点
や企業形態別の問題点を踏まえ論じる必要がある。最後に、ソーシャル・イノ
ベーション研究の精査する事も課題としてあげられる。
【注】
１　これまで、障害者の雇用の場として機能を果たしてきたのは福祉工場である（山田，
2008）。山田（2008）によれば、福祉工場とは、ある程度作業能力があるが、職場の設備
や通勤の交通事情等のため、一般企業で就労する事が難しい重度障害者を雇用し、社会的
自立を支援する施設である。福祉施設の一種であるが、障害者と労働契約を結び、障害者
従業員の給与は独立採算制であり、保護雇用では賃金補填制度はないといった特徴があっ
た。
２　厚生労働省「地域別最低賃金全国一覧」（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
koyou_roudou/roudoukijun/minimumichiran/：2019年１月13日最終確認）。
３　同研究では症状別利用者数も明らかにしている。塩津（2016）によれば、約47%が軽度
の知的障害者で、次に精神障害者約21%、そして重度身体障害者約13%となっている。
４　日本障害者リハビリセンター協会情報センター『福祉的就労分野における労働法適用に
関する研究会報告書』（http://www.dinf.ne.jp/doc/japanese/resource/hikaku/matsui091130/：
2016年９月８日最終確認）。
５　厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課（2011）『障害福祉サービスにおける
就労支援：平成23年10月６日』(http://www.rehab.go.jp/College/japanese/training/23Services
　Management/files/2-4-1-4.pdf:2016年９月７日最終確認）。
６　厚生労働省HPによれば、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に
関し、障害者就労施設等の受注の機会を確保するために必要な事項等を定めることによ
り、障害者就労施設等が供給する物品等に対する需要の増進を図るものである（https://
www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000052423.html：2019年１月５日最終確認）。
７　本研究はＢ型に焦点を絞り論じているが、筆者が行った株式会社が運営するＡ型の調査
において、精神障害をもつ利用者は一般就労に適応できなかった例が多く、再び一般就労
に就いても同事業所に戻ってくる者が多いという事であった。同調査については稿を改め
て論じる。
８　2018年12月12日・26日にNPO法人わくわーくで小橋祐子氏に対するインタビュー調査
を行った。本事例は両日のインタビュー調査を中心に構成しており、その他の参照につい
ては適宜脚注にて紹介する。
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９　福祉行政法令研究会（2017）によれば、障害者自立支援法、障害者総合支援法でいう支
援の中身は、利用者への個別支援給付である自立支援給付と、市町村が行う地域生活支援
事業にわかれる。前者には介護給付費や訓練等給付費等があり、後者は相談支援事業や移
動支援事業等が該当する。訓練給付対象施設は移行支援、Ａ型、Ｂ型、自立訓練（生活訓
練）があり、介護給付対象施設は短期入所、療養介護、生活介護、施設入所支援にわかれ
る。自立訓練（生活訓練）とは、病院や施設を退院した者に対して自立した生活を営むこ
とができるように身体機能の訓練を行うサービスであり、身体障害者の身体機能の維持回
復に必要な訓練やリハビリテーションの継続を目的とした機能訓練と、知的障害者と精神
障害者の生活能力の維持と向上に必要な訓練を目的とした生活訓練の２つがある（三修社，
2012）。BOCCHIは後者に該当する。
10　小橋氏によれば、当時は訓練生と呼ばれていたようであるが今回は利用者に統一する。
11　社会福祉法人あかつき会HP参照（http://akatsukikai.net/profile.html：2018年12月12日最
終確認）。
12　小橋氏によれば、家族会は障害者の権利等の社会運動を行う「運動体」、小規模作業所は
障害者活動する場を提供する「活動体」といったように役割が明確にわかれていたようで
ある。
13　2016年６月27日西日本新聞。
14　小橋氏によれば、その事業所が批判的であった理由は、「利用者が主体的に作業に携わ
ることに力を入れており、利用者からの提案がなければ新しい商品をつくらないという考
えを持ち、それを待っていた」からであったと述べている。
15　「生まれた地域であたりまえに暮らす」という思いを共にする仲間が集い、2004年に北
九州小規模作業所連絡協議会が発足した。2008年にはNPO法人となり「NPO法人北九州
小規模連」と名称を改めた。現在は北九州市の35事業所が会員となっている。同法人の事
業として会員の仕事を獲得する目的でつくられた「北九州共同受注センター」と各事業所
製品の共同販売所という位置付けの「一丁目の元気」がある。前者の北九州共同受注セン
ターは、北九州市の助成を受けて2015年に誕生した。ここでは個々の事業所では実施が難
しい営業や広報活動を行い、企業や行政からの製品やサービスの発注を引き受け、登録す
る北九州市の78事業所それぞれに適した仕事を依頼するという役割を担っている（NPO法
人北九州小規模連HP（http://www.npo-ksa.jp/npo/about.html：2018年12月12日参照））
16　NPO法人わくわーくのFacebookによれば、健康茶講座をフリースペースで開催したり、
地域の催しに参加している記録が数多い。それらは職員だけが参加するものもあれば、利
用者も一緒に参加しているものもある。このようにイベントを企画し、利用者が地域の
人と交流できる取り組みを積極的に行っている。（わくわーくFacebook：https://www.
facebook.com/wakuwaaku/?notif_id=1547634404383317&notif_t=pages_you_may_like：
2019年１月17日最終確認）。
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